
R4事務事業・組織対応表（R3実施事業）

施策名【工業】

1.工業 (1) 工業経営基盤の確
立 3411-1 1 工業振興事業 商工振興課

工業振興・産
業立地推進
係

通常

(2) 工業生産基盤の整
備と活用

3411-1で実施

(3) 企業誘致の推進

3413-1 2 企業誘致事業 商工振興課
工業振興・産
業立地推進
係

通常

3413-2 3
工場等用地取得・設置補助
事業

商工振興課
工業振興・産
業立地推進
係

通常

3413-3 4
地域未来投資促進法関係事
業

商工振興課
工業振興・産
業立地推進
係

簡易

(4) 多様な主体間の連
携の促進

3411-1で実施

(5) ものづくり人材の育成 3411-1で実施

3.力強い産
業を営む活
力と魅力あ
るまちづくり

4.力強いもの
づくり産業の
振興

章 節 施策 主要施策
事務
事業
コード

事
業
数

事務事業 課 係
管理
方法

備考



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

26,002 44,185

財源合計

5,600

11,019 5,119

25,883 33,166 47,705

119

26,002 44,185 52,824

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

52,824

0

0.50 人 3,400 1.00 人 6,800

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

3,400 6,800

0.80 人 5,600

0 時間

20,402 40,785 46,024

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 3.力強い産業を営む活力と魅力あるまちづくり

節 4.力強いものづくり産業の振興

施策 1.工業

元

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

工業振興施策の実施により、市内の工業が活性化するとともに雇用が拡大している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

基本目標４（３）①「健康長寿」を核とした産業支援
　・佐久産業支援センター（SOIC）との連携による産業支援
　・SOICを通じて経営基盤強化・技術開発及び生産性向上等の取り組みに対し企業を支援。【地方創
生】
　・企業のリクルーティングやBtoBにつなげるためにPR動画の制作などにより情報発信を支援。【地方
創生】
　・受注機会の創出・拡大のための各種商談会、展示会への出展を支援。

基本目標４（３）③技能・知識の獲得を支援
　・新製品や新技術の創出するため、技術者養成、試作開発の支援。【地方創生】

　・就労環境の整備に資する工業団地内の公共施設等の管理。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 工業振興事業 事務事業コード 3411-1

担　当 経済 部 商工振興 課 工業振興・産業立地推進 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他

【



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

23/31

27/31

85.2

単位

22/31

25/31 25/31

令和 2 令和 4 年度

令和 3

佐久市健康長寿産業
振興ビジョンの具体的

施策の取組み状況
％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

1900 1900

88

工業統計調査未実施

2000

・SOICを通じて、経営基盤強化ための相談業務、医療介護関連製品の開発支援、産業ブランディング
支援としてのPR動画制作、人財教育のための講座を実施した。【地方創生】
・企業間の連携による新製品及び新技術の共同開発に取り組む企業に対し補助金による支援を実施し
た。
・販路拡大のための商談会、展示会等への出展に対し補助金による支援を実施した。

・一般社団法人佐久産業支援センターへの支援や、ワークテラス佐久の指定管理など、民
間視点や活力を取り入れるための連携を図っている。

目標

実績

工業統計調査未実施

今後の
取組方針

・既存製造業の経営基盤強化、本市の強みである「健康長寿」を生かした産業の創出のため、佐久産業
支援センターを通じて関係機関と連携し、企業経営やヘルスケア関連などの新製品や新技術の創出支援
を図る。
・BtoBやBtoCなど受注機会の拡大やリクルーティング強化による人材確保を図るため、企業の尖った技
術やサービス、健康経営への取り組みなどを情報発信するイベント実施や動画制作などを含めたブラン
ディング戦略を支援する。

単位

億円
実績

目標

事業の
課題

・本市の強みである「健康長寿」を生かしたヘルスケア関連産業の活性化と既存のものづくり産業の振興
に取り組むための支援が必要である。
また、多くの市民の雇用を生み出している製造業において、製造品出荷額・輸出出荷額が低いため、企業
の経営基盤強化や新製品、新技術の開発、販路拡大に資する取り組みに対し、市も積極的に支援を行う
必要がある。
加えて、企業からは人材が確保しにくいという意見もあることから、企業のリクルーティングやBtoBにつな
げるための支援も必要である。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

製造品出荷額

～令和 年度 令和 年度

・健康長寿産業振興ビジョンの具体的施策については、テレワークの活用が進んだ一方、
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、「海外展開に向けた支援体制の強化」に係
る具体的施策の実施が制限された。
・製造出荷額はR2年度調査が未実施であるが、新型コロナウイルス感染症拡大による出
荷額への影響は避けられない見込みである。

官民連携の
可能性

方法

民間による実
施が可能

【

イベント出役に係る人件費の計算式
（常勤職員人件費）



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

463,194 13,547

財源合計

9,930

0 0

463,194 13,547 7,023

0

463,194 13,547 7,023

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

7,023

2,930

1.00 人 6,800 0.60 人 4,080

1872 時間 3,421 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

10,221 4,080

1.00 人 7,000

1920 時間

453,264 3,326 2,943

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 3.力強い産業を営む活力と魅力あるまちづくり

節 4.力強いものづくり産業の振興

施策 1.工業

元

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

企業誘致により、市民の雇用機会が創出され、地域経済・地域産業がより活性化することを目指す。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

基本目標４（３）②工業団地整備と空き工場等の活用による企業誘致【地方創生】
　・新たな工業団地整備に必要な状況調査、候補地選定。
　・市内空き用地、空き工場の状況把握と情報提供。
　・長野県や金融機関等と連携した情報収集による企業誘致（対応）。
　・産業立地に対する補助制度など市ホームページなどによる情報発信。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 企業誘致事業 事務事業コード 3413-1

担　当 経済 部 商工振興課 課 工業振興・産業立地推進 係 事業開始年度 令和

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

346

350

98.9

単位

325

350 （120）

令和 2 令和 4 年度

令和 3

企業訪問件数
（企業対応件数）

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

1 4

92.8

4

3

・産業立地推進員により、電話による企業への本市のPRや立地動向などの情報収集を実施した。（新型
コロナウイルス感染拡大の影響で訪問はできない状況となった。）【地方創生】
・臼田インター工業団地の造成が完了し、全５区画4社の立地企業が決定した。【地方創生】
・テレワーク施設の開設、サテライトオフィスの賃借料に対する補助制度等を市ホームページ、ワークテ
ラス佐久を利用して情報発信を行った。

・特に工業団地への誘致については、市が団地造成の事業主体であるとともに、誘致のた
めの補助制度設計及び支出しているため、市が実施する必要がある。
・佐久市への立地企業のニーズは、地方回帰や多様な働き方などにより高まると見込まれ
るため、県東京事務所や金融機関関連機関、加えて民間の不動産事業者とも情報交換を
しながら実施していく。

133.3 400

目標

実績

4

今後の
取組方針

・市内の雇用の創出、地元企業との連携などによる地域経済の活性化に資する企業を誘致するため、新
たな工業団地の整備を行うとともに、多様な企業ニーズに対応できるよう補助制度や効果的な情報発信方
法について検討を行う。
・県東京事務所や関係機関と連携し、企業の立地動向やニーズ把握を行う。

単位

社
実績

目標

事業の
課題

・佐久臼田インター工業団地の立地企業が決定し、市が所有する工業団地がないことから、新たな工業団
地整備を整備する必要がある。
・新型コロナウイルス感染症拡大・世界情勢の影響により経済の先行きが不透明な中、企業ニーズの的確
な把握と、ニーズに即した補助制度の見直しを行う必要がある。
・企業の多様なニーズに対応するた、企業誘致における本市の卓越性と優遇措置等を効果的に情報発信
する手法を検討する必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

企業立地件数

～令和 年度 令和 年度

・訪問実績は、新型コロナウイルス感染症拡大により、訪問が制限され電話での対応となっ
た。
・サテライトオフィスの賃借料に対する補助制度等の情報発信により、補助制度を利用する
企業を誘致できた。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 工場等用地取得・設置補助事業 事務事業コード 3413-2

担　当 経済 部 商工振興課 課 工業振興・産業立地推進 係 事業開始年度 令和

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市外企業の新規立地及び市内企業の設備投資に対する補助支援により、工業の振興及び市民の雇用
が拡大している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

基本目標４（３）②工業団地整備と空き工場の活用による企業誘致【地方創生】
・市外企業が新たな工場等設置及び市内の既存企業が工場等の増設等に伴い用地を取得した場合に、
取得費の最大補助率50％（限度額５億円）を補助する。主な補助要件としては、取得地（用途地域）、面
積及び雇用者数の一定数以上の増加（市内居住者を対象）を満たした場合としている。
また、用地取得した場合に活用できる制度として、新規雇用者の人数に対し、一人当たり40万円の補助
している。
・企業の工場建設や生産設備導入を行う設備投資に対し、、工場設備等（家屋・償却資産）の固定資産
税相当額を補助率100％、最大５年間補助する。主な補助要件としては、取得地（用途地域）、面積及び
雇用者数の一定数以上の増加（市内居住者を対象）を満たした場合としている。
・市内の既存企業を限定に、工場設備等の導入に係る直接経費（取得総額５億円未満）の５％を補助す
る。主な補助要件としては、上記と同様である。(上記の補助制度との併用はできない。)
・空き工場等を利用する場合の賃借料、テレワーク施設の整備費用、サテライトオフィスの賃借料に対し
補助している。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 3.力強い産業を営む活力と魅力あるまちづくり

節 4.力強いものづくり産業の振興

施策 1.工業

元

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

2,040 4,080

0.30 人 2,100

0 時間

485,654 247,201 220,800

時間 0

224,880

0

0.30 人 2,040 0.60 人 4,080

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

487,754 249,241 224,880

0

487,754 249,241 224,880

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

487,754 249,241

財源合計

2,100

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

活動指標としての認定申請受理件数及び市内居住者の新規雇用は目標値を上回るものと
なった。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

企業誘致戦略及び市内の雇用の確保として、用地取得等の補助制度は重要であるが、人口減少や新型コ
ロナウイルス感染症拡大及ぶ社会情勢などにより、雇用に対する懸念もあるため、引き続き県東京事務所
や関係機関等と連携し、企業ニーズを把握するとともに、多様な企業ニーズに対応できるよう補助制度の
見直しや効果的な情報発信方法について検討を行う。

単位

社
実績

目標

事業の
課題

・新型コロナウイルス感染拡大の影響や国際社会情勢などの影響による、企業の動向やニーズの把握が
必要である。また、企業誘致に資する効果的な補助制度となるよう、適宜見直し行う必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

雇用者数（市内居住者）

～令和 年度 令和

商工業振興及び新規雇用の場の創出や地域経済の活性化に資するために、市が実施して
いる補助事業であるため。

138 283

目標

実績

85

30 50

180

69

50

補助金交付実績【地方創生】
・用地取得５件（うち新規１件）
・設備設置８件（固定資産税相当額補助６件うち新規１件）、（取得費５％補助２件いずれも新規）
・新規雇用１件
・工場活用４件（うち新規３件）
事業認定【地方創生】
・用地取得４件
・設備設置２件（固定資産税相当額補助）

令和 3

認定申請受理件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

10

60

単位

18

10 10

令和 2 令和 4 年度

6



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

700 680

財源合計

700

0 0

700 680 680

0

700 680 680

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

680

0

0.10 人 680 0.10 人 680

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

680 680

0.10 人 700

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 3.力強い産業を営む活力と魅力あるまちづくり

節 4.力強いものづくり産業の振興

施策 1.工業

元

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

地域の特性を生かした成長分野への投資により付加価値を創出し、地域経済への波及効果が高い事業
（「地域経済牽引事業」）を促進する。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　平成29年7月31日に企業立地促進法（旧法）が改正され、地域未来投資促進法（新法）として施行され
た。
　旧法では、製造業中心に工業の産業集積を目的としていたものが、新法では、地域経済活性化のため
に地域経済を牽引する事業であれば、原則としてどの産業（業種）でも支援が受けられるものに改正され
た。
　県と市町村は、国の基本方針に沿う形で、地域経済を活性化させる事業分野を盛り込んだ基本計画を
策定することで、対象事業を従来の製造業に加え、農林水産業、観光関連分野、ヘルスケア産業や産学
官連携等といった幅広い分野の事業を対象とした。
　基本計画に沿って申請者（企業等）から提出された地域経済牽引事業計画が承認された場合、申請者
（企業）は財政支援等の措置を受けられる。
　また、基本計画において地域区分を設定することで①工場立地法の緑地面積率規制の緩和、②農地
転用許可・市街化調整区域の開発許可等への配慮ができる。

　基本計画及び実施に関し必要な事項等を協議する「佐久地域経済牽引事業促進協議会」の事務局が
経済部商工振興課となっている。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 地域未来投資促進法関係事業 事務事業コード 3413-3

担　当 経済 部 商工振興課 課 工業振興・産業立地推進 係 事業開始年度 令和

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他


